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視察地・視察内容
□平成26年10月29日（水）15：00～17：00

愛知県西尾市

公共施設ファシリティマネジメントについて

□平成26年10月30日（木）10：00～12：00

愛知県豊川市

地域情報化アドバイザーについて

□平成26年10月31日（金）10：00～12：00

大阪府池田市

２市２町による 「共同事務処理」について



愛知県西尾市
住民基本台帳人口及び世帯数

人口（男） ８５，７４１人

人口（女） ８４，４０３人

人口（総数） １７０，１４４人

世帯数 ５９，９１０世帯

※平成２７年３月１日現在西尾市章

一般会計歳出決算額（平成24年度）

５２，８８６，３９８千円
西尾の抹茶

面 積

１６１．２２ｋ㎡

平成23年４月１日、幡豆郡３町と合併

（一色町、吉良町、幡豆(はず)町）
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視察地・視察内容

ファシリティマネジメント

（Facility Management 略称：ＦＭ）とは

企業、団体などが持つ業務用不動産及びその環境（＝
ファシリティ）を組織活動にとって最適な状態で保有、
運営、維持、活用するための総合的な管理手法（＝マネ
ジメント）のこと。自治体などの公的機関で取組むＦＭ

を「公共ＦＭ」と言う。

愛知県西尾市

公共施設ファシリティマネジメントについて

（平成26年10月29日（水）15：00～17：00）



5西尾市資料より



6
西尾市資料より
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○2010(H22)年８月 合併向けて作成の「新市基本計画」第７
章に「公共施設の統合と適正配置の方針」が示される。
○2011(H23)年４月 西尾市と幡豆郡３町合併

５月 再配置行程表（ロードマップ）作成、
企画部企画政策課内に、「公共施設対策
ＰＴ（専任職員４名＋兼任１名）」を設置。

○2011(H23)年12月 「西尾市公共施設再配置基本計画（素
案）」のパブリックコメント開始

○2012(H24)年１月 基本計画素案のパブリックコメント終了
（意見提出２名、７件）

６月～９月 公共施設概要調査書（白書の基礎
資料）の作成

○2012(H24)年３月26日 「西尾市公共施設再配置基本計画」
策定

資料編として「西尾市公共施設白書2011」も公表
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平成42年、高齢化率

44.926％

10年後に築30年以上
の建物が７割 887棟

再配置対象１５２
施設（約49％）が
旧３町等からの引
き継ぎ施設

コスト削減、効果的な活用
新設抑制（意識調査より）

将来的な税収減、
財政力を弱めるリ
スクがあれば、早
期に予防対策を
講じるのは当然。

西尾市資料に追加



9 西尾市資料より
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１．公共施設の３Ｍ（ムリ、ムラ、ムダ）の
解消とリスクマネジメント

２．ハコモノに依存しない行政サービス
の提供～施設重視から機能重視へ

３．市民と行政が共に考える公共施設
の未来
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１．公共施設の保有数量を段階的に圧
縮。原則として、新たに建設しない。
（スクラップ＆ビルドで総量抑制）

２．機能優先順位で維持の可否を決定。
低い施設は統廃合の対象。

(機能の優先度３区分、市民ニーズも踏まえ柔軟に対応)

３．市民と共に、公共施設の再配置を

検討する。(見える化、メール、過程の情報提供)
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ステップ１2011(H23)年度 【Pre Plan】 現状分析、問題把握、基本計画策定、

①基本計画の策定・公表、（データベース化を図り、各施設の利用状況、経費、
問題点等検討）、○ 市民意見集約（意識調査、パブリックコメント、アンケート等）

ステップ２ 2012(H24)年度 【Plan】 実施計画策定

②第１次実施計画の作成準備（学識経験者＆市民参画によるWGで検討)
③公共施設白書2012公表（市民意見集約、再配置Ｅモニター、市政世論調査等）
④公共施設劣化調査

ステップ３ 2013(H25)年度 【Pre Do】

⑤第１次実施計画の策定・公表（市民意見集約、検討WG、再配置Ｅモニター等)
⑥公共施設白書2013公表
⑦公共施設劣化調査、ＰＦＩ新方式実現可能性検討調査

ステップ４ 2014(H26)年度 【Ｄo】

⑧第一次実施計画稼働（平成26年～30年）市民説明会、未来まちづくり塾（WS）
⑨公共施設白書2014公表
⑩官民連携推進支援業務（26年度以降、PDCAで計画管理、第二次実施計画準備）
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2012(H24)年4月 1日 「公共施設対策ＰＴ」→ 「公共施設経営室」
2012(H24)年5月21日 公共ＦＭ入門講座（根本祐二東洋大教授）
2012(H24)年6月22日 第1回西尾市高校施設再配置検討ＷＧ

（公共施設視察等実施、以後毎月１回程度開催）

2012(H24)年7月10日 公共施設再配置推進支援業務
（中央コンサルタント(株)に委託。構造体劣化調査（168施設、288棟）、2,940万円）

2012(H24)年9月21日 公共施設再配置勉強会
（(株)五星パブリックマネジメント研究所・主任研究員 天米一志氏から１８名）

2013(H25)年3月29日 西尾市公共施設白書２０１２を公表
2013(H25)年6月 4日 「サービスプロバイダー方式のＰＦＩ実現可
能性検討調査」が国交省「先導的官民連携支援事業」に採択

2013(H25)年8月15日 「サービスプロバイダー方式のＰＦＩ実現可
能性検討調査業務を(株)五星に委託（平成26年２月末まで、988万、研修）

2013(H25)年8月21日 「にしおＦＭ・ＰＰＰスクール」開講
2014(H26)年3月26日 西尾市公共施設再配置実施計画策定
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西尾市資料より
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西尾市資料より
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西尾市資料より



17
西尾市資料より



18

視察の所感～西尾市編①～
・公共施設を再配置する理由、どのような考え方で進めるの
かということが明確にされていることは非常に参考になった。
検討を開始した日向市にとって、大いに役立つのではないか
と思う。

・市民との協働、効率的・効果的な行政サービスの提供、官
民連携の推進の3点において、徹底的な研究が行われ、確実
に実行されており、特に、新たな官民連携の模索は、最先端
の取り組みといえる。全体として、高いレベルの専門的な検
討が行われ、計画が遂行されている。これだけの取り組みは
専門性のあるリーダーが必要であり、今後本市が取り組みを
進める際、市民との協働や官民連携の実際等参考にして進め
る必要を感じた。
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視察の所感～西尾市編②～

・西尾市に注目するのが、サービスプロバイダー方式のＰＦ
Ｉである。地域に根ざした新たな官民連携を模索していくこ
とを、我が日向市でも取り入れ、最小の経費で最大の効果を
あげるべきである。

・将来的には、市民が利用者、負担者から、経営者となって、
公共施設のみならず、自治体経営のマネジメントに関わって
いくことが大切である。



視察の様子 西尾市編

20
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愛知県豊川市

住民基本台帳人口及び世帯数

人口（男） ８９，９８３人

人口（女） ９１，１０８人

人口（総数） １８１，０９１人

世帯数 ６７，０２４世帯

※平成２７年３月１日現在

一般会計歳出決算額（平成24年度）

５９，６５２，８１８千円

豊川市章

面積

１６０．７９ｋ㎡

豊川いなり
寿司
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視察地・視察内容

地域情報化アドバイザーとは

○地域の要請に基づき、ＩＣＴによる地域活性化に意欲的に取り組
む事業に対して、総務省が委嘱した「地域情報化アドバイザー」を

派遣。これにより、支援地域の地域情報化を「基盤」「利活用」「人
材」の３つの側面から総合的にサポート。○派遣するアドバイザー

は、依頼者からの指名や事務局により要請内容に応じたアドバイ
ザーを選出して派遣。

愛知県豊川市

地域情報化アドバイザーについて

（平成26年10月30日（木）10：00～12：00）
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豊川市の事業概要-１-

豊川市では、平成２０年度に「とよかわ情報化推進指針」を策定し、
その翌年度に地域のさまざまな情報を集め、発信する地域ポータ
ルサイトを地域情報化のメイン事業として構築、運用してきた。

一方で、平成１７年度から３度に及ぶ合併後の地域情報化も含め
た情報化の方向性を示す必要が生じたため、新たな情報化にか

かる計画について策定することを目的としている。

事業名

「豊川市情報化推進計画策定にあたっての地域情報化施策立案」

アドバイザーへの依頼内容

職員によるワーキングループに参加してもらい、市の課題や地域
性などを考慮した実現可能な地域情報化施策立案にあたり、客観
的な立場から豊富な経験と知識を元にア ドバイスを受ける。
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豊川市の事業概要-２-

□延べ５回アドバイスを受ける。初回は、市の現状を把握してもらうために、
職員から、また中央図書館で地域情報の集積状況等についてヒヤリング
を実施。

□2回目以降は、庁内WGに参加してもらって、庁内の部門別の地域情報
化の課題、具体的な取り組み状況等について説明を行い、個別にアドバ
イスを受ける。

□後半の３回は、情報化推進計画のまとめの過程と、同アクションプラン
の策定過程でも具体的かつ有効なアドバイスをもらい、それを反映させて
計画の完成度を高めることができた。

□派遣期間中に、各種イベント視察等もおこなっていただき、行政職員で
は及ばない広い視点での地域活性化に繋がるアドバイスをもらうことがで
き、成果物以上に職員への啓発が成果となった。

アドバイザーの取り組み
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豊川市の事業概要-３-

□市民によるパブリックコメントを経て、平成２４年３月に「豊川市情報化推
進計画」を策定し、「地域情報化」、「行政情報化」、「情報化基盤整備」の
３分野にわたる５１事業を推進中。

□同アクションプランでは、あらたな情報化推進組織である「情報政策推
進本部」のもと、具体的な施策実施に取り組んでいる。今後その評価・検
証を着実に行い、PDCAサイクルを回していく。
□地域ポータルサイトの運営に関しては、地域コミュニティに関する取り組
みをいっそう強め、地域密着型の情報提供で、よりいっそう市民の愛着と
新羅が得られるよう努力中。

アドバイザーから支援を受けたプロジェクトの状況
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地域情報化アドバイザー制度
総務省が「一般社団法人 全国地域情報化推進協会」に委託して実施。
約８０人のアドバイザーが登録しており、自治体の要請に応じて派遣する。

総務省資料より
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豊川市説明資料より



28 豊川市説明資料より
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視察の所感～豊川市編①～

・自治体へのＩＣＴの導入が進む中、専門性の獲得が課題で、
具体的な取り組みの優良事例ということで豊川市を視察した。
情報化推進計画の策定過程でアドバイスを受けたとのことで、
期待以上の成果を得ている感じを受けた。ＩＣＴと一口に
言っても、きわめて広範囲にわたる施策に使えるため、近い
将来、ＩＣＴ導入の観点で全事業を見直すことになる。その
意味で、本市でも同制度の導入による研究が不可欠だと思う。

・道半ばと感じられたが、今後ＩＣＴを活用した地域情報化
は避けて通れない課題でもある。日向市でも先進事例を検
証・参考にして地域情報化計画を推進していく時代に突入し
ていくと感じた。
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視察の所感～豊川市編②～

・既存のシステムを再評価し、さらに整理・統合し、足りな
いものは他のＩＣＴで補充していくことは、今後基礎自治体
が学習すべき、必要な視点である。

・行政職員の能力や事業のキャパシティーが不足しているの
であれば、地域情報化アドバイザーは必要であるが、日向市
に置いて馴染むかどうかについては一考を要すると感じた。
但し、ＩＣＴの必要性は十分理解できる。



視察の様子 豊川市編
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大阪府池田市

32

住民基本台帳人口及び世帯数

人口（男） ４９，２３６人

人口（女） ５３，２４６人

人口（総数） １０２，４８２人

世帯数 ４６，０１２世帯
※平成２７年２月２８日現在

一般会計歳出決算額（平成24年度）

３６，３２８，７１６千円

池田市章

落語
みゅーじあむ

面積

２２．０９ｋ㎡
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視察地・視察内容

２市２町による「共同事務処理」とは

大阪府から市町村への権限移譲（「大阪発“地方分権改
革”ビジョン」(平成２１年３月)）を受け、池田市・箕面
市・豊能町・能勢町の２市２町が、全５１事務事業を広域・
共同で処理している。事務は池田市役所と同一ビルにある大
阪府合同庁舎に設置の「広域福祉課」で福祉８事業を、また
池田、箕面両市役所内に「広域」各課を設置、職員を派遣し
処理している。地方自治法改正（平成２３年８月１日施行）
に基づく新たな仕組み「内部組織の共同設置）の先進事例。

大阪府池田市

共同事務処理について

（平成26年10月31日（金）10：00～12：00）



大阪府北部2市2町

34

能勢町

豊能町

箕面市

池田市

面積 98.68m2
人口 11,387人、

面積 34.37m2
人口 21,656人、

面積 47.84m2
人口 132,191人、

面積 22.09m2
人口 102,582人、

（人口、面積共に、平成26年４月１日現在及び推計）
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事務の「共同処理」の種類

共同処理制度の種類
法人の設立を要しない簡便な仕組み
１．協議会 自治体が共同して管理執行、連絡調整計画策定
等行う制度

２．事務の委託 自治体が事務の一部の管理・執行を他の自
治体に委ねる制度

３．機関等の共同設置 自治体の委員会又は委員、行政機関、
長の内部組織等を複数の自治体が共同で設置する制度

別法人の設立を要する仕組み
１．一部事務組合 自治体が事務の一部を共同で処理するた
めに設ける特別地方公共団体

２．広域連合 広域で事務処理を行うための特別地方公共団
体。国、県から、直接権限移譲を受けることができる。
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池田市説明資料より
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池田市説明資料より
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池田市説明資料より



39
池田市説明資料に加筆

幹事市 箕面市
集中処理 広域福祉課８事業

（池田・府市合同庁舎内・池田市）

分担処理 広域６課１１事業
（箕面市役所内各広域課）
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幹事市 池田市
分担処理 広域３課１１事業

（池田市役所内各広域課）

池田市説明資料に加筆
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池田市説明資料より
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池田市説明資料より
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視察の所感～池田市編①～

・大阪府による市町村への権限移譲は、おそらくもっとも進
んでいる。政令市並みの権限を、すべての市町村が持つこと
は実際は不可能だが、周辺の自治体が協力して、共同で事務
を行えば、小さな自治体でもはるかに大きい権限で自治を推
進できる。これにいちはやく取り組んだのが池田、箕面、豊
能、能勢の2市2町である。まだ始まったばかりで、財政的な
支援の弱さなど多くの課題を抱えている。だが、後背に入郷
自治体が控える本市にとって、事務の共同化で町村の住民
サービスの向上に寄与できるとすれば、これは最大限努力す
べきだし、将来的に避けがたく、検討が急がれる課題である
と思う。



44

視察の所感～池田市編②～

・日向市での取り組みについて考えた場合、県からの事務移
譲をどの程度受け入れられるか、また共同事務を行う市町村
との関係をどのように構築するか等から、現在の広域連合の
拡大も含めて、しっかり検討する必要性を感じた。

・市民にとっては便利になったという感は出ていること等か
ら、行政が市民への利便性を諮っていくことに向けての手段
とすべきと思われるが、このような政策の実行については、
受ける側の研究とシステムの構築が最大の課題と考える。

・権限移譲について、地方分権改革が進む中、法改正により
各団体の主体性を維持しながら連携できる仕組みの選択肢が
増えてきた。日向市のように小規模な自治体が今後取り組ん
でいく問題として提起された事例であると認識した。
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45～ 報告内容は以上です。（日向市議会 総務政策常任委員会） ～


